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沖永良部島の位置

知名町の位置

⿅児島県知名町は、奄美群島の南⻄部、⿅児島市から546km南にある沖永良部島の南⻄部に位置し、同じ島内にある和泊町と隣接。北は東シ
ナ海、南は太平洋を隔てて沖縄本島を望むことができ、海抜245mの⼤⼭を中⼼とした53.30㎢の⾯積の中に、21の「字」と呼ばれる集落が形
成されている。第⼆次世界⼤戦後には、アメリカ合衆国の統治下に置かれ、アメリカ軍統治中の1946年（昭和21年）に町制が施⾏され、1953
年（昭和28年）の⽇本復帰を経て、今の知名町へと続いている。基幹産業は、サトウキビや花き、ばれいしょ、葉タバコの栽培、畜産などを
中⼼とした農業と観光業。年間平均気温は22度と四季を通じて温暖な気候に恵まれた亜熱帯性気候で、サンゴ礁が隆起し⽣まれた島のため、
⿅児島県の天然記念物に指定されている鍾乳洞「昇⻯洞」をはじめとした⼤鍾乳洞群を⾒ることができる。2017年（平成29年）には、国内34
カ所⽬の国⽴公園「奄美群島国⽴公園」として指定された。1960年（昭和35年）の約12800⼈をピークに2020年（令和2年）11⽉1⽇現在で約
5800⼈と⼈⼝減少は加速度的に進んでおり、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計によると2045年（令和27年）には約3400⼈になると⾒込
まれている。 
島内に⼩学校は9校（知名町5校・和泊町4校）、中学校は4校（知名町2校・和泊町2校）、⾼校が1校（知名町）がある。厚⽣労働省による
「平成25〜29年⼈⼝動態保健所・市町村別統計」によると知名町の合計特殊出⽣率（2.26）は全国1741市町村で8番⽬となる⾼さを誇るが、
⼈⼝1000⼈あたりの離婚件数は2.34件で全国平均（1.77件）を⼤きく上回っており、⼀⼈親世帯数が多くなっていることが⾒てとれる。



与件の整理 3

・合計特殊出⽣率と⼈⼝1000⼈あたりの離婚率の⾼さ

・離島地域であるが故に限定された選択肢

・若年層世代の減少と⾼齢化による担い⼿の不⾜

・⼦どもと⼤⼈との共創・協働機会の減少

知名町は合計特殊出⽣率（2.26）は⾼い⼀⽅、⼈⼝1000⼈あたりの離婚率が⾼いため、
世帯における⼦どもの数は多いのに、⼀⼈親世帯である率が⾼かったり、
離婚後、地域内で頼れる⼈がいないために島を離れてしまうケースが多い。

沖永良部島は島内に⾼校が1校あるものの、専⾨的な職種に将来就きたいと考えている⼦どもや
学⼒が⾼い・低い等、将来の⾃⼰実現のための選択肢を広げるという⽬的から、
早ければ15歳で島を出る⼦どもたちがいる。経済的負担も⼤きく、地域の⼈⼝減少や⾼齢化を進めることにもなり、
誰もが地域の中で本⼟と遜⾊なく多様な将来を思い描ける環境が求められている。

上記のように15歳で島を出る⼦どもたちが多いため、15歳から34歳の若年層世代が減少傾向にあり、
⾼齢化が進む地域内に基幹産業である農業等の担い⼿になれる⼈材が不⾜している。
そのため、1⼈が複数の仕事をこなす必要が⽣じ、⼦どもたちを⾒られる⼤⼈が年々不⾜。
地域⼀体となって⼦どもを育て、⾒守っていける体制がつくれなくなってきている。

上記のように⼤⼈が多忙を極めることで、⼦どもを⾒守れる環境が減少してしまい、
結果として⼦どもたちが⼤⼈と何かを共創・協働できる機会が減少してしまっている。
15歳というタイミングで島を出る可能性がある⼦どもたちが⼤⼈との共創・協働機会を得られないため、
地域内でのつながりが希薄化し、離島後に再び島に戻ってくるという選択肢⾃体を狭めてしまうことになる。



プロジェクト全体像と推進体制 4

知名町役場
企画振興課
⼦育て⽀援課
保健福祉課
教育委員会

⼀般社団法⼈ツギノバ
事業統括責任者：⼤久保昌宏

町内関係各所

連携

⿅児島県知名町における
「⼦ども第三の居場所」
コミュニティモデル

開設・運営

地域内の⼦どもたち

通所

・⼦ども⾷堂による⾷事⽀援
・常駐スタッフによる学習⽀援
・地域の⼤⼈との交流機会創出 等

⽣まれた場所によって未来の選択肢が制限されてしまうような社会でなく、
進学・就職でいずれは島を出ていく⼦どもたちが
⾃⽴した⼤⼈として島に戻って来られるように
寄り添える場所、コミュニティを創出・運営

・⼀般利⽤も可能な飲⾷店を併設
・コワーキング機能も併設

町内の⼤⼈／観光・ビジネス客

利⽤

交流・共創・協働 ・⼤⼈が⾃然と関わり、⾒守れる環境
・イベント等による交流機会の創出
・島外の⼤⼈との交流も促進

⇩
地域内の誰もが⼦育てに関われること！



具体的なコンテンツ案 5
◆具体的な活動コンテンツ

毎週平⽇の2⽇間（17〜19時）、⼟⽇の1⽇（11〜13時）に
飲⾷店・コワーキングスペースをクローズした状態で
無料で⼦どもが⾷事をできる時間を提供。
おもに⼩中学⽣の⼦どもを対象に、調理・配膳を
常駐スタッフとともに⾏い、みんなで⾷卓を囲む。

①オープンキッチン
毎⽉1回の開催をイメージして、専⾨スタッフによる
⼦ども向けイベント・ワークショップを開催。
⾮認知能⼒向上を⽬的に、⼦どもたちの⾃主性を⾼める内容を
年間通じて継続的に実施していく。
専⾨スタッフは、北海道利尻島にて⾮認知能⼒向上を⽬的とした
塾「利尻あそびどころ」を運営する廣瀬諒（ひろせ・りょう）が
担当。

②⾮認知能⼒向上を主⽬的としたイベント・ワークショップ

全国各地に旅⼈を送客するサー
ビスを展開しているSAGOJOと連
携し、毎⽉1回、⼩・中・⾼校⽣
を対象に全国各地でさまざまな
働き⽅をしている“旅⼈”を招い
て、⾃らのキャリア等について
話をしてもらうイベントを開催。

③キャリアイベント

④各種イベント・ワークショップ
⼦どもだけでなく、地域住⺠の⼤⼈でも参加できるイベントやワークショップを不定期開催予定。

過去開催WS



そもそもの動機（＝なぜ、この取り組みをやるのか） 6

消費社会の加速化
利便性の追求

若年層世代の流出
⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進⾏

地域社会の担い⼿・
働き⼿の不⾜

産業停滞→衰退
経済停滞→衰退

仕事（雇⽤機会）の減少
⽣産年齢層の離島加速化

教育環境の
縮⼩・衰退

産業振興・観光振興が追いつかない
地域内整備が後⼿に

＜総合振興計画策定⽀援を通じて感じたこと＞
⼈⼝減少・少⼦⾼齢化は課題ではなく事象・現象

求められているのは・・・
①課題の全体像を俯瞰した横断施策

②町内各字の特徴・現状を把握した地域設計と管理
（コミュニティデザインとエリアマネジメント）

教育がない地域で
定住移住促進は
できない

全国的に同様の事態が発⽣している中で、
⼈の取り合い、類似事例の繰り返し、
実効性の低い単発施策に終始してしまう。
明確なビジョンに基づいた戦略的な
地域づくりが唯⼀無⼆の地域につながる。
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・季節アルバイト等の働き⼿確保・関係⼈⼝創出・将来的な字の担い⼿獲得
・⼈材獲得による産業振興

＜南北連携事業＞

＜中間⽀援組織＞
・各事業の連動による
21の現在と未来づくり
・多領域への横断連携による
商⼯・観光・産業振興と
定住促進・移住推進

各字の⼈材・空き家課題から賑わい創出

・サテライトオフィス等による関係⼈⼝創出と企業誘致
・ホテル整備等による観光需要拡⼤

・コミュニティの創出で⼦育て⽀援・キャリア教育とふるさと教育の推進
・域内交流促進による新たなコミュニティ創出

中⼼市街地を起点にした⼦ども中⼼のコミュニティ
＜⼦ども第三の居場所＞

企業⼈材を中⼼とした新たなプレーヤーの誘致

＜デジタル⽥園都市国家構想推進交付⾦＞

町⺠
事業者
NPO等
・
・
・

地域の主体者
協
働
・
共
創
・
新
た
な
連
携

連携パートナー・新たな場やコンテンツの創出

地域の主体者を積極的に巻き込み、官主導から官⺠協働、⺠間主導という
流れを戦略的に⽣み出し、特定地域（各字）の地域づくりにつなげる
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関係⼈⼝創出
移住促進

中間⽀援組織⾃主事業

⼦ども第三の居場所
＠entaku
↓

コミュニティスペースの創出
域内交流促進

季節アルバイト
移住希望者

島外企業の誘致
⇩

総合的な窓⼝⽀援

⼀般社団法⼈ツギノバ

連携

⾃主事業 事業運営

地域住⺠ 知名町役場

連携連携

21の暮らしを⼤切に、21の未来を創る⼦や孫が誇れるまちづくり

1. いつまでも暮らし続けたい環境の維持・整備
2. 持続していくためのコミュニティの創出・育成
3. 未来を⽀える産業競争⼒の強化と次代を担う⼈づくり

実践


